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河北町空き家等対策計画(案) 概要 
 

第１章 計画の目的等 

■計画の目的 

少子高齢化、人口減少・流出、核家族化等が原因とみられる空き家の増加 

適正に管理されず、周辺の生活環境へ悪影響を及ぼす空き家の発生 

→ 平成２６年 ３月１７日 河北町空き家等の適正管理に関する条例を制定（施行は同年７月１日） 

→ 平成２７年 ５月２６日 空家等対策の推進に関する特別措置法の全面施行 

→ 令和 ３年１０月 ４日 改正町条例を施行 

改正条例の施行に当たり、空き家等対策を総合的かつ計画的に進めることを目的として計画を策定 

■計画の位置づけ 空家法第６条の規定に基づき、国の基本的な指針に即して定めるもの 
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■計画期間 策定の日から令和８年度まで（計画期間中であっても必要に応じて改定を検討） 

■対策の対象とする地区 河北町内全域 

■対策の対象とする空き家の種類 空家法第２条で規定される空き家等 

→当面、住宅として活用されていた空き家を対象 

→空き店舗等の住宅以外の建物については、計画期間中に調査を実施し、関係機関と対策を協議・検討 

 

第２章 空き家の実態の把握 

■空き家の現状 

⑴ 空き家発生の背景 

人口減少を伴う少子高齢化の進展、世帯数及び一世帯あたりの人員の変化、高齢者世帯の状況 

⑵ 空き家の現状 ①実態調査（毎年実施）※ ②所有者アンケート（平成３０年度実施） 

※ 空き家の所在や分布、劣化度、管理不全空き家や利活用が可能な空き家を把握し、管理不全空き家対策

や空き家の利活用を促進する施策の検討に活用することを目的とし、町内の全住家を対象として実施 

■現状のまとめと課題 

⑴ 空き家の発生要因から見える課題 

空き家の発生要因＝施設への入所や別の住宅への転居、死亡による入居者不在が理由となる場合が多いこと

→人口減少、少子高齢化、核家族化、高齢夫婦世帯の増加等＝今後、空き家等が急速に増加する可能性 

 ⇒ 課題）所有者・管理者等に対し、危険度の高い空き家の解体・撤去、危険度が比較的低い段階での適

切な対策（売買や賃貸等）を促すこと 

⑵ 管理不全空き家の発生防止のための課題 

所有者の意向調査において、管理する上での困りごと（管理できない理由）を回答された大半の空き家が今

後において危険空き家に陥る可能性が高い懸念があること、同じく回答者の半数近い人が諸事情により利活

用を考えていない（または、わからない）と回答していること 

⇒ 課題）町シルバー人材センターに委託する方法があること等について、さらに周知していくこと 

⇒ 課題）空き家バンクの紹介等といった不安感を取り除く対応や、要件を満たすと空き家の譲渡所得か

ら３，０００万円が特別控除される制度の周知を図ること 
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第３章 計画目標と対策の方針及び実施体制 

■計画目標 

第２次雛とべに花の里環境基本計画（中間見直し、平成３１年３月）をもとに、次のとおり目標を設定 

 
現状値 

（令和４年１月末現在） 
目標値 

（令和８年度末現在） 

危険な空き家の数 ※ ２４ ７以下 

■対策の方針 

施策の方針 対策の方向性 

１ 発生予防 

 

 

 

適切な相続や登記の推

奨等、「住まいの終

活」の普及啓発 

適切な相続や登記の推奨や、譲渡所得の特別控除制度等の周

知により、放置される空き家の発生を防ぎます。 

また、居住段階から、空き家にならないような「住まいの終

活」の意識付けを図ります。 

２ 適切な管理

の促進 

 

 

所有者・管理者等によ

る管理者意識の向上と

適正管理の促進 

 

所有者・管理者等の意向を把握するよう努めるとともに、所

有者・管理者等による管理者意識を向上させるよう、様々な

媒体を利用し、周知や情報提供を図ります。また、適切な管

理を促すために維持管理に関する情報提供を実施します。 

３ 管理不全空

き家への対応 

 

所有者自らの適切な措

置の実施と行政指導・

行政処分 

所有者自らによる除却を促すとともに、行政指導や行政処分

を適切に行い、管理不全空き家による問題の解消を目指しま

す。 

４ 空き家等の

利活用と除却 

空き家の利活用の推進

と所有者自らの除却の

実施 

 

利用可能な空き家については、空き家バンクによるマッチン

グを図り空き家の利活用を促進します。 

良好な住環境を維持するため、所有者自らにより除却するこ

とを促します。 

■実施体制の整備 町の相談体制と窓口対応の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

庁内の連絡・検討体制の整備 

【構 成 員】副町長、教育長、関係各課長 

【検討事項】・関係部局による情報共有及び対策の実施体制の検討に関すること 他 

空き家等対策協議会の設置 町条例第５条、空家法第７条に基づく協議会を設置 

【構 成 員】町長、区長会長、司法書士、土地家屋調査士、建築士、公益社団法人宅地建物取引業協会、

民生委員児童委員協議会長、西村山広域行政事務組合消防本部河北分署長、寒河江警察署河

北交番所長 

【協議事項】・空き家等対策計画の策定、改定及び進行管理に関すること 

・特定空き家等の認定及び措置の実施に関すること 他 

民間団体や地域住民等との連携体制の整備 空き家等対策における連携 

地域住民、空き家等の所有者・管理者等、空き家利用希望者 等 

空き家バンク：都市整備課 
その他の個別案件：所管課 

町空き家相談窓口：総務課 防災・危機管理室 

取次ぎ 

空き家総合案内窓口 
（山形県空き家活用支援協議会） 

専門業者団体：不動産・解体・相続・ 
リフォーム等 

情報提供、相談等 

連 
携 

連 
携 

 
 

           

※ 実態調査等の結果、倒壊や建築材

の飛散等、危機が切迫しており、緊

急度が極めて高い（解体が必要と思

われる）状態の空き家のこと。 


